
下記の保険約款およびカロ入料をこ了承のうえ、お申込みになる運送保険 |よ、楽天損害保険株式会社を幹事保険会社
としてお引き受けしヽたします。

小口貨物運送保険申込みの晉案内

小口貨物運送保険加入料表

(1送り状あたり30万円以下の積合せ貨物に適用)

(注)除外資物鉄の①～⑥の荷物は小口貨物運送
保険ではお引き受けできません。)

① l送り状 (発送原票)の価額が30万円

を超える荷物

②引越荷物

(運送保険加人料表の条件 加入料でお引
き受けします。)

③貨紙幣類・小切手。有価証券その他

これらに準するもの

④金・銀・白金の地金

⑤美術品、骨とう品、宝石類

⑥家畜および生動物

第1条 (保険金を支払う損害―貨物に生じた損害)
当会社は、保険の対象である貨物 (以 ド「貨物」といいます。)につい
て陸上危険 (陸上輸送に連帯する海上輸送がある場合には海上危険を含み
ます。)ま たは航空危険によって生じたすべての損害について保険金を支
V、います。ただし、第 2条 (l木険金を支払わない1ミ害)に掲げる損害を除
きます。
第2条 (保険金を支払わない損害)
(1)14会社は、次に拙げる事山によって生じた損害に対しては、保険◆を
支払いませんc
① 保険契約者、被保険者、保険金を受け取るべき者またはこれらの者
の代理人 (こ れらの者が法人である場合は、その法人の理事(取締役
その他の業務執行機関を構成する個人を含みます。以 下同様としま
す。)も しくは使用人の故意または重大な過失↑ただし、上記の代理
人および使川人については②に掲げる者を除きます。
② 運送に従事する者が、保険契約者、被保険者または保険金を受け取
るべき者の代I甲人または使用人であるときは、これらの者の故意
③ 貨物の自然の消耗、またはその固有の欠断1も しくは性質に因る発
火・燃発 むれ・かび 腐敗 変質 変色・さびその他の事由
④ 荷造りの不完全
⑤ 運送の遅延
⑥ 戦争、内乱その他の変乱
⑦ 水上もしくは水中に停止もしくは移動中の水雷その他の爆発物との
接触またはこれらの爆発
③ 公権力によると否とを問わず、捕捜、だ捕、抑留または抑収
⑨ ストライキ、ロックアウトその他の労イ

"ll争

議行為または労や
'力

争議参
加I常の行為
⑩ 10人以上の群衆・集国の全部または一部によりなされた暴力的、か
つ、騒動的な行動およびこの行動に際して当該群衆・集HIの 一部によ
りなされた暴行 (放火および盗取を含みます。)な らびにこれらに関
連して生じた事件
① 原子核反応または原子核の崩壊eただし、1表学的、科学的または産
業白t利用に供されるラジオ アイツトープ (ウ ラン、 トリウム、ブル
トニウムおよびこれらの化合物ならびにこれらの合有イノノザを含みませ
ん。)の原子核反応または原子核の崩壊を除きます。
⑫ 検疫または宮の処分
(2)当会社は、陸 |と (湖川を含みます。)に ある貨物について、地震、噴
火もしくはこれらによる津波またはこれらに関連のある火災その他類似
の事故によって生じた損害に対しては、保険金を支払いません。地震、
噴火もしくはこれらによる津波により異常な状態が存統する間に生じた
損害は、本項に定める事故によって生じたものと推定します。
第 3条 (保険の対象から除外される貨物)
(1)次に掲げる貨物は、この保険のす、こ象に含まれません。
① 第 4条に定める1送り状 (原票)ご との保険価額が30万円を超える
貨物
② 貨紙幣、小切手、その他これに準ずるもの
③ 金・銀・白金の地金
④ 有価上ll券 とぅ
⑤ 美術品、骨童品、宝石類
⑥ 家畜および生動物
⑦ 引越荷物
第 4条 (保険価額)
(1)1送 り状 (原票)ごとの保険価額は、その送り状 (原票)に記戦の貨
物の仕切状面価額 (運賃および諸掛りを含んでいないときは、これを加
算した額)(注 )と します。
(2)仕切状がない場合は、この保険契約を締結する時の発送地の市価に運
賃および諸掛りを加算した額を (1)にいう仕切状面価額 (注 )と みな
します。
(注)仕切状融i価額とは、仕切状や納品書に記載された価額のことをい
います。

第5条 (保険価額と保険金額)
(1)保険契約締結の後、保険金額が貨物の価額を超えていた場合であって
も、保険契約者は、その超過部分について、この保険契約を取り消すこ
とはできません。
(2)保険契約締結の後、貨物のf山額が考しく下落した場合であっても、保
険契約者は、保険金額の減額を請求することはできません。
第 6条 (保険契約の無効)
保険契約締結の当時、保険事故が既に生じていることを保険契約者また
は枚保険者が知っていた場合または、保険契約者が、保険金を不法に取得
する日的または第二者に保険金を不法に取得させる日的をもって締結した
保険契約は無効とします。
第 7条 (保険資任の始期および終期)
当会社の保険責任は、貨物が荷送人から運送業者に引き渡された時に始
まり、通常の運送過利を経て荷受人に引き渡された時に終わります。
第 8条 (危険の変動による通知義務)
(1)保険契約者、被保険者またはこれらの者の代理人もしくは使用人が保
険契約締結の後、次のいずれかに該当する事実が発生した場合には、保
険契約者または被保険者は、事実の発生がその責めに帰すべき事山によ
るときはあらかじめ、責めに帰すことのできない事由によるときはその
発生を知った後、遅滞なく、その旨を当会社に中し出て、承認を請求し
なければなりません。ただし、その事実がなくなった場合や切迫した危
険を遊けるため、または人命救助もしくは輸送用具 Lにある者の緊急の
医療のために必要となった場合を除きます。

小口貨物運送保険普通保険約款
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① 輸送用具が発車 (中間地からの発車を含みます。)ま たは発航 (寄
航地からの発航を含みます。)の当R↓貨物を安全に輸送するのに適さ
ない状態にあった場合。
② 輸送用具を常輸出入その他日本国もしくは外卜Iの法令または条約連
反の日的のために使用しまたは使用しようとしてその実行に着手した
場合。
③ I:記①から②までの事実のほか、告知事項の内容に変更を生じさせ
る事実 (告知事項のうち、保険契約締結の際に1当会社が交側する書面
等において本条の道川がある事項として定めたものに関する事実に限
ります。)が発生する場合、または危険の著しい変更または増加があっ
た場合。
(2)(1)の 事実の発生によって危険増加が生じた場合において、保険契約
者または被保険者またはこれらの者の代1甲人もしくは使用人が、故意ま
たは重大な過失によってあらかじめ、もしくは遅滞なく (1)の規定に
よる通知をしなかったときは、当含社は、保険契約者に対する書面によ
る通知をもって、この保険契約を解除することができます。
(3)(2)の規定は、当会社が (2)の規定による解除の原因があることを
知った時から1か 月を経過した場合または (1)♂ )事実が生じた時から
5年を経過した場合には適用しません。
(4)(2)の 規定による解除が第 1条 (保険金を支払う根密一貨物に生じた
損害)の事故による損害の発生した後になされた場合であっても、第14
条 (保険契約解除の効力)の規定にかかわらずt解除に係る危険増加が
生じた時から解除がなされた時までに発生した第 1条 (保険金を支払う
損害下貨物に生じた損害)の事故による1負害に対しては、当会社は、保
険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支払っていたと
きは、当会社は、その返還を請求することができます。
(5)(4)の規定は、(1)の 事実に基づかずに発生した第1条 (保険金を支払
う損害―貨物に生じた損害)の事故による損害については適用しません。
(6)(1)の 規定によって、当会社が通知を受けこれを承詰したときは、当
会社は (1)の①から③までのいずれかの事実があった時から相当の制
増保険料を徴収することができます。
第9条 (保険契約の失効)
(1)保険契約締結の後、次のいずれかに該当する場合には、その事実が発
生した時に保険契約はその効力を失います。
① 貨物の全部が滅失した場合。ただし、第27条 (保険金支払後の保険
契約)(1)の規定により保険契約が終 rし た場合を除きます。
② 貨物が譲渡された場合
(2)(1)の 規定により、おのおの別に保険金額を定めていた貨物が2以上
ある場合には、それぞれの貨物ごとにこれを適用します。
第10条 (保険契約の取消し)    .
保険契約者、被保険者の許欺または強迫によって当会社が保険契約を締
結した場合には、当会和:は、この保険契約を取り消すことができます。
第11条 (保険契約者による保険契約の解除)
保険契約者は、当会社に対する書面による通知をもって、この保険契約
を解除することができます。ただし、保険金請求権の Lに質権または譲渡
担保椎が設定されている場合は、この解除権は、質権者または譲渡担保権
者の書面による同意を得た後でなければ行使できません。
第12条 (告知義務)
(1)保険契約者または被保険者になる者は、保険契約締結の際、保険契約
中込書の記較事項について、当会社に事実を正確に告げなければなりま
せん。
(2)当会社は、保険契約締結の際、保険契約者または被保険者が、保険契
約中込書の記載事項について、故意または重大な過失によって事実を告
げなかった場合または事実と異なることを告げた場合は、保険契約者に
対する書面をもって、この保険契約を解除することができます。
(3)(2)の 規定は、次の①から④までのいずれかに該当する場合は適用し
ません。
① (2)に規定する事実がなくなった場合
② 当会社が保険契約締結の際、(2)に規定する事実を知っていた場合
または過失によってこれを知らなかった場合 (当会社のために保険契
約の締結の代}甲 を行う者が、事実を告げることを妨げた場合または事
実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場
合を含みます。)
③ 保険契約者または被保険者が、第 1条 (保険金を支払う損害―貨物
に生じた損害)の事故による損害の発生の前に、保険契約中込書の記
載事項につき、書面をもって言J正を当会社に中し出て、当会社がこれ
を承認した場合。なお、当会社が訂Iの中出を受けた場合において、
その言J正を中し出た事実が、保険契約締結の際に当会社に告げられて
いたとしても、当会社が保険契約を締結していたと認められるときに
限り、これを承認するものとします。
④ 当会社が、(2)♂ )規定にょる解除の原I目があることを知った時から
1か月を経過した場合または保険契約締結時から5年を経過した場合

(4)(2)に 規定する事実が、■4会社が保険契約中込書において定めた危険
(損害の発生の可能性をいいます。)に関する重要な事項に関係のない
ものであった場合には、(2)の規定を適用しません。ただし、他の保険
契約等に関する事項については、(2)の規定を適用します。

楽天損害保険株式会社

ヤマト運輸株式会社

0特別積合せ貨物扱(混載便)
0鉄道小荷物扱
で輸送される貨物の保険

0鉄道混朝荷物扱
0国内航空混載貨物扱

0鉄道手荷物扱
0国内航空小日扱

(輸送区間)日本国内各地相互間

事

社

幹

会
隻
険
引

保

1.小日貨物運送保険力ll入の申込み手続き

小口寅物運送保険のお申込みをされる場合は、ヤマ ト運輸の送

り状の所定欄に必要事項を記入し、運送保険「要・不要」欄の

「要」の文字を○で囲んでください。

なお、運送保険が不要の場合も必ず「不要」の文字を○で囲んで

ください。

2!保険約款

保険責任の始期および終期、保険金を支払う損害の範囲、事故

発生の通鋼、保険金請求等に関しては、小日貨物運送保険普通

保険約款の定めるところによります。

3.加 入 料

下記に掲示した小日貨物運送保険加入料表に基づいて計算した

額とします。

4.加入料の支払い

加入料は、原則、保険のご加入と向時にお支払いいただきます。

5,補償金額

保険事故で保険会社がお支払いする最高限度額です。

※ 1送り状あたり30万円以下の荷物に限りお引き受けします。

6.お支払いする保険金

補償金額を最高限度頷とし、荷物が被つた実際の損審額をお支

払いしますが、損害額の算出方法は荷物の時価額 (注)が基準と

なります。荷物の時価額 (注)を超える補償金額でご加入いただい

ても、超過部分の保険金は支払われません。

(注)荷物の価値を金銭的に評価した価格です。荷物の時価額を
確認する資料として納品書等がありますが、それらがない

場合は発送地の市価 (時価)となります。

7.事故の通知

万―事故が起きたときは、ます最寄のヤマト運輸へすみやかに

こ連絡ください。

8.保険引受証

送り状をもつて保険加入書および保険引受証といたします。

(加入成立時にお渡しする送り状は、保険法第 6条に定める契約
締結時の書面に該当しません。)

9.そ の 他

(1)保険約款および加入料等について、ご不明な点は、ヤマ ト

運輸または楽天損害保険までお問い合わせください。

(2)お申込みをされる場合は、店頭に備付けの「重要事項説明書
(契約概要・注意喚起情報)」 の内容と、こ要望に沿つた力l入
内容であることをこ確認いただき、「個人IF同

七
報の取扱い」に

同意のうえ、お申込みください。

小回寅物運送保険申込みにあたってのこ注意

保険の対象 (対象貨物)
加   入   料
補償金額打万円につき

補 償 の 内 容

すべての貨物 10円 (※ )

0オール・リスク担保 (実損てん補)

0小日貨物運送保険普通保険約款付

ただし、欄外の「 (注)除外資物」を除き引き受けます。

(※ )ただし、最低加入料は¬送り状 (発送原票)につき50円です。
取扱代理店
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(5)(2)の規定による解除が第 1条 (保険金を支払う損害―貨物に生じた
損害)の事故による損害の発生した後になされたナ場合であっても、第14
条 (保険契約解除の効力)の規定にかかわらず、とt会社は保険金を支払
いません。この場合において、既に保険金を支払っていたときは、当会
社は、その返還を請求することができます。
(6)(5)の規定 |ヽ、(2)に規定する事実に基づかずに発生した第 1条 (保
険金を支払う損害一貨物に生じた損害)の事故による損害については適
用しませんで
第13条 (重大事由による解除)
(1)当会社は、次のいずれかに該当する事山がある場合には、保険契約者
に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することができ
ますc
① 保険契約者または被保険者が、Ч会社にこの保険契約に基づく保険
金を支払わせることを目的として損害を生じさせ、または生じさせよ
うとしたこと。
② 被保険者が、この保険契約に基づく保険金の請求について、許欺を
行い、または行おうとしたこと。
③ 保険契約者が、次のいずれかに該当すること。
ア 反社会的勢力 (呆力団、呆力団員 (暴力団員でなくなった日から
5年を経過しない者を含みます。)、 暴力同準構成員、暴力団関係企
業その他の反社会的勢力をいいます。以下同様とします。)に該当
すると認められること。
イ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または使宣を供「プする等
の関与をしていると認められること。
ウ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
工 法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、
またはその法人の経営に実質的に関与していると認められることし
オ.そ の他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有している
と認められることっ

④ Oか ら③に掲げるもののほか、保険契約者または被保険者が、③か
ら①までの事由がある場合と同程度に当会社のこれらの者に対する信
頼を1_Ftな い、この保険契約の存統を困難とする重大な事由を生じさせ
たこと。
(2)当会社は、被保険者が (1)③ アからオまでのいずれかに該当する場
合は保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約 (被保
険者が複数である場合は、その被保険者に係る部分とします。)を解除
することができます。
(3)第 1条 (保険金を支払う損害―貨1勿に生じた損害)の事故による損害
の発生した後に (1)ま たは (2)の規定による解除がなされた場合であっ
ても、第14条 (保険契約解除の効力)の規定にかかわらず、(1)の①か
ら④までの事山が生じた時から解除がなされた時までに発生した第 1条
(保険金を支払う損害―貨物に生じた損害)の事故による損害に対して
は、当会社は〈保険金を支払いません。この場合において、既に保険金
を支払っていたときは、音会社は、その返還を討求することができます

`

(4)保険契約者が (1)③ アからオまでのいずれかに該当することにより
(1)の 規定による解除がなされた場合には、(3)の規定は、(1)⑥ア
からオまでのいずれにも該当しない被保険者に生じた損害については適
用しません。
第14条 (保険契約解除の効力)
保険契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。
第15条 (保険料の返還または請求―告知義務・通知義務等の場合)
(1)第 12条 (告知義務)(1)1こ より告げられた内容が事実と異なる場合に
おいて、保険料率を変更する必要があるときは、当会社は、変更前の保
険料率と変更後の保険料率とのガ_に基づき計算した保険料を返遺または
請求します。
(2)第 8条 (危険の変動による通知義務)(1)の事実が生じた場合におい
て、保険料率を変更する必要があるときは、当会社は、変更前の保険料
率と変更後の保険料率との差に基づき、同条 (1)の事実が生じた時以
降の期間 (保険契約者または被保険者の中出に基づく、同条 (1)の事
実が生じた時以降のナυl問 をいいます。)に対し計算した保険料を返還ま
たは請求します。
(3)当 会社は、保険契約者が (1)ま たは (2)の机定による追加保険料の
支払を怠った場合 (当会社が、保険契約者に対し追加保険利の請求をし
たにもかかわらず相当の期間内にその支払がなかった場合に限ります。)
は、保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除
することができます。
(4)(1)ま たは (2)の規定による追崩I保険料を請求する場合において、
(3)の規定によりこの保険契約を解除できるときは、当会社は、保険金
を支払いません。この場合において、既に保険金を支払っていたときは、
W4会社は、その返選を請求することができます。
(5)(4)の規定は、第 8条 (危険の変動による通知義務)(1)♂ )事実が生
じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した保険事故
による損害については適用しません。
(6)(1)お よび (2)の ほか、保険契約締結の後、保険契約者が書面を
もって保険契約の条件の変更をЧ会社に通知し、承認の話求を行い、11
会社がこれを承認する場合において、保険料を変更する必要があるとき
は、当会社は、変更前の保険料と変更後の保険料との差に基づき計算し
た、米経過期間に対する保険料を返遊または請求します。
(7)(6)のブlと定による追加保険料を請求するナ場合において、当会社の請求
に対して、保険契約者がその支払を怠ったときは、保険契約条件の変更
の承認の請求がなかったものとして、この保険契約に適用される普通保
険約款および特約に従い、保険金を支払います。

第16条 (保険料の返還―保険契約の無効または失効の場合)
(1)第 6条 (保険契約の無効)の規定により保険契約が無効となった場合
には、当会社は、保険料を返退しません。
(2)保険契約が失効となる
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場合であっても、当会社は、保険料の金額を取
得することができるものとします。
第17条 (保険料の返還―保険契約の取消しの場合 )
第10条 (保険契約の取消し)の規定により、当会社が保険契約を取り消
した場合には、当会社は、保険料を返還しません。
第18条 (保険料の返還―解除の場合)
(1)第 12条 (告知義務)(2)、 第 8条 (危険の変動による通知義務)(2)、
第13条 (重大事由による解除)(1)、 または第15条 (保険料の返還また
は請求―告知義務・通知義務等の場合)(3)の規定により、当会社が保
険契約を解除した場合には、当会和:は、保険料を返還しません。
(2)第 H条 (保険契約者による保険契約の解除)の規定により、保険契約
七が保険契約を解除した場合であっても、当会社は、保険料の企額を取
得することができるものとします。
第19条 (損害防止義務)
(1)保険契約者、被保険者またはこれらの〒ィの代ナT人もしくは使用人は、
保険事故の発生したことを知ったときは、損害の発生および拡大の防止
・怪減に努めなければなりません。保険契約者、被保険者またはこれら
の者の代理人もしくは使用人が損害の発生および拡大の防止 軽減を怠
ったときは、当会社は、損害の発生および拡大を防止・軽減することが
できたと認められる額を損害額から控除した残額を基礎として、保険金
の額を決定します。
(2)保険契約者、被保険者またはこれら′)者の代ユ甲人もしくは使用人は、
第i者 (他人のためにする保険契約の場合の保険契約者ならびにその代
理人および使用人を含みます。以 下同じ。)に対して、損害について賠
償、補償その他の給付を請求することができる場合には、その請求権の
行使または保存に努めなければなりませんε保険契約者、被保険者また
はこれらの者の代■

'「
人もしくは使用人が第二者に対する請求権の行使ま

たは保存に必要な手続きを怠ったときは、当会社は、その請求権の行使
によって、第二者から給付を受けることができたと認められる額を損害
額から控除した残額を基礎として、保険金の額を決定します。
第20条 (事故の通知)
(1)保険契約者または被保険者は、貨物について損害が生じたことを知っ
た場合は、損害の発生ならびに他の保険契約等の有無および内容 (既に
他の保険契約等から保険金の支払を受けた場合には、その事実を含みま
す。)を 当会社に遅滞なく通知しなければなりません。
(2)貨物についてオ員害が生じた場合は、当会社は、事故が生じた貨物また
は事故現場を調査することができます。
(3)保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく (1)の規定に達反
した場合は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額差し引い
て保険金を支払います。
第21条 (保険金の請求)
(1)当会社に対する保険金請求権は、第 1条 (保険金を支払う損害一貨物
に生じた投害)の事故が発生した時から発生し、これを行使することが
できるものとします。
(2)被保険者が保険金の支払を請求する場合は、次の書類または討L拠のう
ち、当会社が求めるものを当会社に提出しなければなりません。
③ 保険金の請求書
② 損害兄積書
③ その他当会社が第22条 (保険金の支払時期)(1)に定める必要な事
項の確認を行うために欠くことのできない書類または討L拠として保険
契約締結の際に当会社が交付する書面等において定めたもの
(3)当会社は、事故の内容または損害の額等に応じ、保険契約考または被
保険者に対して、(2)に 掲げるもの以外の書類もしくは証拠の手た瓜出また
は当会社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合には1
当会社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなけ
ればなりません。
(4)保険契約者または被保険者が、正当な理由がなくて (3)の規定に運
反した場合または (2)も しくは (3)の書類に事実と異なる記載をし、
その書類・証拠を偽造、変造した場合は、当会社は、それによって当会
社が被ったとi害の額を差し引いて保険金を支払います。
第22条 (保険金の支払時期)
(1)当会社は、被保険者が第21条 (保険金の請求)(2)の手続きを完了し
た日 (以下この条において「請求完了日」といいます。)か らその日を
含めて30日 以内に、当会社が保険金を支払うために必要な次の事項の確
認を終え、保険金を支払います。
① 保険金の支払事出発生のイョ無の確認に必要な事項として、事故の原
因、事故発生の状況、損害発生の有無および被保険者にロタス当する事実
② 保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保険
金が支払われない事山としてこの保険契約において定める事山に該当
する事実の有無
③ 保険金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額 (保険
佃額を含みます。)お よび事故とを1害との関係
④ 保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約に
おいて定める解除、無効、失効または取消しの事山に該当する事実の
有無
③ I:記①から④までのほか、他の保険契約等の有無および内容、損害
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定するために確認が必要な事項

(2)(1)の 1確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が不可欠な
場合には、(1)の規定にかかわらず、当会社は、請求完了Πからその日
を合めて次に掲げる日数 (複数に該当する場合は、そのうち最長の日数)
を経洒する11ま でに、保険金を支払いますcこ のJ′場合において、当会社
は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期を被保険者に対
して通知するものとします.
C (1)の ④から④までの事項を確認するための、皆察、検察、消防
その他の公の機関による捜奇・調査結果の照会 (弁護士法 (昭和
24年法律第205号 )に米づく照会その他法令に水づく照会を含みま
す。)180日
② (1)のCか ら④までの事項を確認するための、専門機関による鑑定
等の結果の只R会 90日
⑥ 災害教助法 (昭和22年法律第H8号 )が適用された災害の被災地域
における (1)の Oか ら0ま での事項の確認のための調査 60日
C (1)①から③までの事項の確認を日本国内において行うための代替
的な手段がない場合の日本国外における調査 180日
⑤ 損害を受けた保険の対象もしくは根害発生事山が特殊である場合、
または、損害が広範囲にわたり同 事故による多数の被保険者が存在
する場合等、事故形態が特殊である場合において、①から④までの事
項を確認するための専門鑑定機関による鑑定等の結果の照会 180日
(3)(2)の ①から⑥に掲げる特別な照会または調査を開始した後、(2)の
①から⑤に掲げる期間中に保険金を支払う見込みがないことが明らかに
なった場合には、当会社は、(2)の ①から⑤に掲げる期間内に被保険者
との協議による合意に基づきその期間を延長することができます。
(4)(1)か ら (1)ま でに掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者ま
たは彼保険者が正当な理由なく当該確認を妨げ、またはこれに応じな
かった場合 (必要な協力を行わなかった場合を含みます。)に は、これ
により確認が遅延した期間については、(1)か ら (3)ま での期問に算
入しないものとします。
第23条 (時効)
保険金請求権は、第21条 (保険金の請求)(1)|こ定める時の翌日から起
算して3年を経過した場合は、時効によって消滅しますc
第24条 (全損)
(1)貨物の全部が保険事故によって次の状態になったときは、貨物に全投
があったものとします。
C 貨物が滅失したかまたはこれに類する大損害を受けた場合。
② 被保険老が貨物を喪失して回収の見込みがない場合。
⑥ 質物を保険証券記載の仕向地

^輸
送する方法がなくなった場合c

④ 第33条 (保険金を支払う損害―費用のJFR害)に定める各費用の見積
額の合計額が、貨物が仕向地に到着したならば有するであるう価額を
超える場合e
(2)貨物を積革覧している船舶または航空機の行方が最後の消息のあった日
から起算して30日 間不明である場合は、保険事故によって貨物に全損が
あったものとします。ただし、その行方不り」が保険事故以外の事故によ
るものと推筵される場合を除きます。
(3)貨物が複数の鉄道車WJ、 自丁l力車、船舶、はしけまたは航空機に分載さ
れている期間中は、その貨物は1両、 1台、 1隻または1機ごとに各別に
保険t:付けられたものとみなして、(1)お よび (2)の規定を適用します。
(4)この保険契約においては、被保険者は貨物を当会社に委付することが
できません。
第25条 (残存物に関する権利の取得)
(1)貨物が全損となった場合において、当会社が保険金額の全部を支払っ
た場合は、当会社は、保険金額の保険価額に対する割合で、貨物につい
て被保険者が有している所有権およびその他の物権を取得します。ただ
し、当会社がその権利を取得しない旨の意思を表示して保険金を支払っ
た場合は、当社に移転しません。
(2)貨物の一部について損害が生じ、当会社がその部分に対する保険金額
の割当額の全部を支払ったときは、その部分について (1)の規定を準
用します。
第26条 (損害賠償請求権その他の績権の取得)
(1)晋 会社が保険金を支払った場合、当会社は、次のうちいずれか少ない
額を限度として、損害が生じたことにより被保険者が損害賠償請求椎
その他の債権を取得したときは、その債権は当会社に移転します。ただ
し、移転するのは、次の額を限度とします。
① 当会社が損害の額の全額を保険金として支払った場合
被保険者が取得した債権の全額
② 上記①以外の場合
被保険者が取得した債権の額から、保険金が支払われていない損害
の額を差し引いた額
(2)(1)の②の場合において、当会社に移転せずに被保険者が引き統き有
する債権は、音会社に移転した債イ雀よりもl「狂〔先して弁済されるものとし
ます。
(3)保険契約者および被保険者は、ド会社が取得する (1)ま たは (2)の
憤権の保全および行使ならびにそのために当会社が必要とする証拠およ
び書類の大手に協力しなければなりません。この場合において、当会社
に協力するために必要な費用は、当会社の負

“

1と します。
第27条 (保険金支払後の保険契約)
(1)貨物に第24条 (全損)の①からCま でに定める全損があった場合は、
保険契約は、その保険金支払の原因となった損害の発生した時に終 rし
ます。
(2)(1)の 場合を除き、当会社が保険金を支払った場合においても、この
保険契約の保険金額は、減額することはありません。
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(3)(1)の 規定により、保険契約が終了した場合には、当会社は保険料を
返還しません。
(4)おのおの別に保険金額を定めた貨物が2以上ある場合には、それぞれ
について、(1)か ら (3)までの規定を適用します。

第28条 (全損となつた貨物上の権利と義務)
(1)第 25条 (残存物に関する権利の取得)の場合において、貨物に対して
留営権、先取特権、蜜権、抵当権、賃借権、その他の権利が存在する場
合、または損害をうけた貨物を取り除く義務その他その貨物に関する義
務が存在する場合には、被保険者は、遅滞なくその明細を当会社に通知
しなければなりません。
(2)被保険者は、(1)に 定める権利を消滅させなければなりません。これ
に要する金額および費用または (1)に 定める義務を履行するために要
する金額および費用は、被保険者の負担とします。
(3)当 会社が (2)の金額および費用を支払った場合、または将来支払う
必要があると認めた場合は、半4会社は、支払うべき保険金の額からこれ
らを控除することができます。

第29条 (保険金の支払額の限度)
(1)ⅢЧ会社が保険金として支払う額は、 1世 Iの保険事故ごとに保険金額を
限度とします。
(2)貨物が1_員害を被り、これを修補しない状態においてさらに他の事故に
よって損害を被った場合には、当会社が保険金として支払う額は、通算
して保険金額を限度とします。

第30条 (他の保険契約等がある場合の保険金の支払額)
(1)他の保険契約等がある場合において、それぞれの保険契約または共済
契約につき他の契約がないものとして算出した支払うべき保険金または
共済金の額 (以 下「支払責任額Jと いいます。)の合計額が支払限度額
(以 ド「支と

'、

限度額Jと いいます。)を超えるときは、当会社は次のい
ずれかに定める額を保険金として支V、いますc
① 他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合
この保険契約の支払責任額

② 他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合
支払限度額から、他の保険契約等から支払われた保険金または共済金
の合計額を差し引いた残額。ただし、この保険契約の支払責任額を限
度とします。

第31条 (保険金の実損払)
(1)当会社は、保険金額を限度として被保険者が被った損害の「実額」を
支払います.「実額」の算出は、保険価額の算出基準に従います。ただ
し、貨物に損害が発生したために被保険者が支払を免れた運賃その他の
費用は控除します。
(2)保険金額が、保険価額を下回った場合でも前牙tを適用します。
第32条 (分損の計算方法)
(1)貨物の全部または一部が損傷を被って到達地に到着したときは、損傷
を被らないでF」着したならば有したであろう価額 (以下「I品市価Jと
いう。)と 損傷した状態で有する価額 (「損品市価Jと いう。)と の差符t
の正品市価に対する割合を保険価額に乗じた額を損害の「実額Jと します。
(2)(1)の 規定にかかわらず、貨物のラベルに損害が生じたときは、その
ラベルの代替費 (再ちょう付費を含みます。)を、また貨物が機械類で
ある場合には、その損害部分の代替部品購入代金、修結費および部品購
人に係わる運送貧を合算した額 (貨物の関税の全額が保険価額に合まれ
ていた場合に限り、代替部品購入のため支払われた関税があればこれを
加算します。)を当会社が支払うべき保険金の限度とします。この場合
においても第29条 (保険金の支払額の限度)の規定を適用します。

第33条 (保険金を支払う損害―費用の損害)
(1)当 会社は、第31条 (保険金の実損払)ま たは第32条 (分損の計算方法)
に定める損害の「実額Jのほかに次の費川を保険金として支払います。
① 当会社の負担した危険が発生した場合において、貨物の損害の発生
および拡大の防止・中又減をするのに必要もしくは有益な費用、貨物を
安全に保管できるもよりの場所まで運搬するのに要する費用および教
助〒./に対する報酬
② 海 L危険をII保 している場合には正当に作成された共同海損精算書
に定められた共同海l員分担額
③ 輸送川J具の避難 (当会社の負Ⅲlし た危険によって生じた場合に限り
ます。)に よる貨物の荷卸し、陸揚げ、保管または保険証券記載の剖
達地への輸送に要した費用。ただし、原運送契約により運送人の負11
となるべき費用、貨物について通常要すべき費用または被保険者が任
意に支出した費用を除きます。
(2)(1)の Cか ら①の額は第31条 (保険金の実損・l′ )ゝま たは第32条 (分
綬の計算方法)に定める根害の「実額」と合算し、その合算額について
第29条 (保険金の支V、額の限度)の規定を適用します。ただし、保険契
約者または被保険者が損害の発生および拡大の防止 。怪減のために要し
た費用、または賠償請求椎の行使もしくは保イ子のために要した費用につ
いては除きます。

第34条 (訴訟の提起)
この保険契約に関する訴訟については、日本卜1内における裁判所に提起
するものとします。
第35条 (準拠法)
この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。

楽天損害保険株式会社

やマト運輸株式会社
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